
河川砂防技術研究開発 

【成果概要】  

①研究代表者  

氏 名（ふりがな） 所 属 役 職  

渡 部 直 喜（わたなべなおき）  新潟大学 

 災害・復興科学研究所 

准教授 

②研究 

テーマ  

名称 河川水の溶存物質・浮遊物フラックスに基づく小規模流域の風化・侵食速度

推定技術の開発 

政策

領域 

［分野］地域課題分野（砂防） 
融合 
技術 

（水文地質学、水質化学） 

［公募課題］ 

③研究経費（単位：万円） 
 
 
※端数切り捨て。 

平成  年度  平成  年度  平成  年度  総  合  計  

 
 

280万円 

 
 

140万円 

 
 

77万円 

 
 

498万円 

④研究者氏名  （研究代表者以外の研究者の氏名、所属・役職を記入下さい。なお、記入欄が足りない場合は適宜
追加下さい。） 

氏    名  所属・役職（※平成31年3月31日現在） 

古谷 元    富山県立大学工学部・准教授 

高橋俊郎    新潟大学理学部・准教授 

斎藤健志     埼玉大学大学院理工学研究科・助教 

⑤研究の目的・目標（申請書に記載した研究の目的・目標を簡潔に記入下さい。） 

  
研究の目標： 

 本研究は土砂災害の軽減を視野に入れつつ、化学的風化・侵食速度を推定し、小規模流域毎の危険

度評価、並びに経時的な危険度の変化を把握するための手法を開発することを目的とする。簡便か

つ比較的安価に実測できる限定された項目（河川水の電気伝導度・濁度、河川水位）かつ最小限の

観測点からのデータを利用して化学的風化・侵食速度を推定する手法の開発を目指す。 
 
研究目的：  
①基本的データの収集：29年度までと同様の野外調査、室内分析、観測、資料収集、データ解析を

30年度も実施する。データ解析にあたっては、30年度に追加される各種データを用いて、解析精

度の向上を図る。事務所の観測を補完するため、独自に水位計を設置し、観測する。 
②侵食速度の推定：流域固有の濁度と浮遊物量の相関関係を明らかにする。河川水位（流量）と濁

度の相関関係を評価する。両者の相関関係から流域別の浮遊物の年間排出量を見積もり、侵食速

度の指標とする。 
③風化速度と侵食速度の比較：水質と風化した岩石の成分を比較し、物質収支法に基づく流域別の

化学的風化速度（例えば土壌生産量/km2/年）を見積もる。風化速度と侵食速度の相対的比較から、

風化によって流域で生産された土砂の残留特性（風化土層の生産量/浸食量の比率）を評価する。 
 



 

⑥研究成果 
（様式 F-10と同じ内容について、具体的にかつ明確に記入下さい。） 

 

１．泥岩の化学的風化作用にともなう化学成分溶脱量 

 芋川流域に分布する主に川口層下部の新鮮な泥岩 8 試料と強風化泥岩 6 試料の計 14 試料について

全岩化学分析を行い、新鮮な泥岩と強風化泥岩の化学組成を比較した。不溶性のアルミニウム成分を

基準にすると、化学的風化作用にともなう可溶性成分の溶脱量を見積もることができる（表-１）。全

体として可溶性成分の 9.00％が溶脱されることで強風化泥岩へ化学的風化が進行するといえる。中

でも減少率の大きい可溶性成分は、CaO（約 83％減）と Na2O（約 45％減）であり、それぞれの重

量％にして CaO＝1.00％、Na2O＝0.79％が溶脱され、イオン濃度にすると新鮮泥岩 1.0ｔあたり Ca
＝7.1kg、Na＝13.0kg が溶脱されたことになる。 

 
表-１ 新鮮な泥岩と強風化泥岩の主要成分組成と風化にともなう可溶性成分の損出量 

 
２．芋川の各流域における溶存物質量 

河川水に溶存する主要化学成分の全物質量（mg/
L）は、主要溶存イオン（Na+、K+、Mg2+、Ca2+、

HCO3-、Cl-、NO3-、SO42-）とケイ酸（SiO2）の総

和である。電離物質である主要溶存イオンの総和

（meq/L）は、電気伝導度と非常に良い相関を示す

（図-1）。SiO2は電気伝導度と無関係の非電離物質

であるが、芋川の場合、SiO2を含む主要化学成分の

総和も電気伝導度と良い相関を示す。 
 後述の強風化泥岩（風化土層）の年間生産量を見 
積もる関係から、ここでは河川水の電気伝導度と 
Ca2+濃度（mg/L）との関係を検討する。図-2に見 
られるとおり、電気伝導度とCa2+濃度（mg/L）は 
比較的良い相関を示す。このことは、各流域の水質 
特性に留意すれば、観測点の電気伝導度データから 
各流域におけるとCa2+濃度（mg/L）の近似が可能 
であることを意味する。 
 一方、芋川流域から河川を通じて排出される 
Ca成分の流出量を見積もると、年間約868tと 
なった。 図-2 河川水の電気伝導度と Ca2+濃度の関係 

図-1 河川水の電気伝導度と全イオン濃度の相関 



 

⑥研究成果（つづき） 

 

３．小流域における流量および電気伝導度の推定 

3-1.小流域の流量 
 ここでは、芋川の年間流量を気象データから見積もる。まず近隣のAMeDASデータ10年分の平均

値を流域の年間降水量とした。蒸発散量の推定には種々の方法が提案されているが、本研究ではソー

ンスウェイト法を用いて蒸発散量を見積もり、次式により年間流量を算出した。 
 

年間流量＝（年間降水量－年間蒸発散量）×集水面積 
 

 支川小流域の流量は、芋川本流との集水面積の比率で按分する。これを検証

するために、河川水の電気伝導度（EC）の混合比と集水面積比の関係を調査し

た。低水～平水時の支流と合流後の芋川の電気伝導度（EC）を１とした時、合 
流前の芋川および支流の流量が合流後の電気伝導度（EC）に与える影響を流量 
寄与率として、以下の連立方程式を解いた。 
 

X＋Y＝１， aX+bY=Z 
 

ここで、X：合流前の芋川の寄与率、Y：支流の寄与率、a=合流前の芋川の電気 
伝導度、b：支流の電気伝導度、Z：合流後の芋川の電気伝導度である（図-3）。 
例として、小芋川と芋川の合流点付近での検証結果を表-2に示す。これにより、 
低水～平水時における支川小流域の流量は、芋川本流との集水面積の比率による按分で推定できる。

 
表-2 小芋川と芋川の流量寄与率と集水面積比の関係 

合流後の芋川 小芋川 合流前の芋川 小芋川 合流前の芋川 小芋川 合流前の芋川 

EC（mS/m） EC（mS/m） EC（mS/m） 寄与率％ 寄与率％ 面積比％ 面積比％ 

20.4 10.1 19.7 6.47 93.53 6.5 93.5 

 
3-2.小流域の電気伝導度の推定 
 芋川下流の竜光地区で測定された電気伝

導度を基準として、各支流の電気伝導度との

比を求めた（図-4）。一部の支流（土留川、

多聞多川）を除き、多くの支流における低水

～平水時の電気伝導度は、芋川下流と概ね平

行の挙動を示す。各河川の水質、電気伝導度

は季節変化を示すが、このことは芋川本流と

類似の季節変化を示すことを意味する。言い

換えれば、芋川下流の竜光地区で測定された

電気伝導度から各河川の電気伝導度の算出が

可能であることを意味する。前述のとおり、 
芋川流域においては、電気伝導度と全イオン濃度、主要イオン（Ca2+、Na+）、SiO2を含む全化学成

分量との関係がそれぞれ良い相関を示す。 
 電気伝導度の定点観測によって、小流域の水質変動を監視できる可能性があり、他方で流域の地

形・地質特性を把握しておけば、異常値の検出にも繋がると考えられる。図-4で特異な変動を示す土

留川と多聞多川を注視する必要がある。 

図-4 各小流域の電気伝導度の変動特性 

図-3 電気伝導度 
測定による 
流量寄与率 



 

⑥研究成果（つづき） 

 

４．強風化泥岩（風化土層）の生産量 

4-1. 強風化泥岩生産量試算の手順 
 強風化泥岩の生産量は流域の土砂生産量と密接に関係することから、年間の生産量を試算した。

手順の概略を図-5に示す。まず、芋川から排出される年間あたりのCa量を次式により概算する。 
 

年間Ca排出量（868t）＝年間流量（5,100万m3）×芋川のCa2+濃度（17g/m3) 
 
年間流量は前述のとおり、芋川の集水面積（38.14km2）、年間平均降水量（2030mm）に蒸発散量

を考慮した値（1340mm）から求めた。 
 物質収支に着目し、芋川流域の新鮮な泥岩から溶脱されるCa量は上記の年間Ca量（868t）に等し

いとおく。次式を用いて、泥岩の化学的風化により生産される年間の強風化泥岩の重量を計算した。

 
   年間強風化泥岩生産量（t）＝年間Ca排出量（868t）/泥岩1.0tあたりのCa溶脱量（7.1kg） 
               ＝12.2万t（1.0km2あたり3,200t） 
 
新鮮泥岩と強風化泥岩の単位体積重量をそれぞれ1.80tf/m3、1.40 tf/m3とおくと、芋川流域におけ

る年間強風化泥岩生産量（m3）＝87,300m3となり、1.0km2あたり約2,300m3と見積もられる。この

値を化学的風化作用の垂直進行速度に見立てると、約2.3mm/年となる。各流域における1.0km2あた

り年間の強風化泥岩生産量を図-6に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4-2.試算結果の評価 
 芋川流域の地質についても砂岩泥岩互層が大半を占めており、各流域に分布する泥岩の面積占有

率を正確に求めることは困難である。したがって、前節で見積もられた結果は、相対的な比較を行

う上では有用であるが、定量的な考察を行う上では精度に弱点がある。 
 Riebe et al.(2004）は北中米とニュージーランドで化学的風化速度を推定し、化学的風化速度が

概ね削剥速度（浸食速度）に比例して増加する傾向を示した。1,000年を単位として化学的風化速度、

削剥速度を扱った研究なので、単純に比較はできないが、13年前の中越地震での崩壊地すべりによ

る土砂生産を踏まえると、化学的風化作用の垂直進行速度＝約2.3mm/年の値は、合理的な値と考え

られる。 
 

図-6 各小流域の強風化泥岩生産量（m3/y） 図-5 強風化泥岩の生産量の見積もり 



 

⑥研究成果（つづき） 

 

５．流域の化学的風化/侵食特性の評価 

 芋川で採取した懸濁水を蒸発乾固して得られた

浮遊物質量から、濁度（NTU）を用いて浮遊物質

量を求める換算式を得た（図-7） 

 流域から流出するされる全溶存化学成分量と浮

遊物質量との比率から各流域固有の特性が明らか

となる。図-8に芋川本流（竜光地区）と主な支川

小流域から流出する単位面積あたりの年間の全溶

存化学成分量と浮遊物質量の関係を示す。 

 図-8より芋川本流と各支流を比較すると、土留

川（赤丸）の特異性は顕著である。浮遊物質量に対

する全溶存成分量が際立って多い。全溶存化学成

分は化学的風化作用にって可溶性成分が河川水に

供給され、浮遊物質は浸食作用によって河川水に

供給されることを受け入れると、土留川では溶存

化学成分の供給が浮遊物質の供給を大きく上回

る。すなわち、相対的には、 

 

   風化土層の形成＞浸食量 あるいは、 

   化学的風化速度＞浸食速度 

 

である。このことは、流域に土砂が残留蓄積する 

傾向を示すと考えられる。 

 2004年の新潟県中越地震の際、芋川流域では数多くの斜面崩壊・地すべりが発生した。中でも土

留川（神沢川）流域一帯は大規模な斜面崩壊・地すべりが高密度で発生した流域の1つである。斜面

崩壊・地すべりに伴う浸食によって、未風化の新鮮な岩石が露出し、水との接触することで化学的

風化が促進される。このことは、土留川の流域特性の評価結果と整合的である。 

 

 

図-7 濁度と浮遊物質量の関係 

図-8 化学成分と浮遊物質の流出量 
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⑩研究の今後の課題・展望等 
（研究目的の達成状況や得られた研究成果を踏まえ、研究の更なる発展や砂防政策の質の向上への貢献等に向けた、研究の

今後の課題・展望等を具体的に記入下さい。） 

 

 豪雨時に崩壊、地すべり、土石流といった斜面・土砂災害が発生するか、あるいは単なる出水とな

るかの差違は、各流域の斜面および河床に残留する不安定土砂量に依存する。中・長期的にみれば、

その土砂量は単位期間当たりの流域の土砂生産量に支配されている。本研究は、小規模流域における

土砂災害の準備過程（風化/侵食特性）の解明に力点をおいている。これまで、土石流として土砂を

排出した流域に新たな土砂が生産され、再び土砂災害の危険度が高まるまでの期間やプロセスは不明

であった。本研究は将来的に土砂災害危険度の経時的変化あるいは水系内の小流域別の発生危険度評

価に貢献できると考える。 
 芋川流域では水質・電気伝導度の変動が本流と多くの支流で類似しており、各支流固有の係数を設

定すれば、異常の検知も含めて、本流の観測点のみのデータから各小流域の状況を把握でき、流域対

策の優先順位の評価項目の1つとなり得る。 

⑪研究成果の河川砂防行政への反映 
（本研究で得られた研究成果の実務への反映等、砂防政策の質の向上への貢献について具体的かつ明確に記入下さい。） 

 

 小流域において、個別に流域内の不安定土砂量の経時変化を実測・測量等によって把握・追跡する

ことは、時間・労力・費用の面から極めて困難である。迅速かつ簡便に入手可能な指標（例えば、電

気伝導度、濁度、河川水位など）により小流域の化学的風化/浸食特性、つまり、小流域内の土砂の

残留状況と流域外への土砂の排出状況の特性を評価することができれば、低コストの調査・観測に基

づく小流域の特性に合わせた砂防計画の立案に貢献できると考える。 
 また、小流域の風化/侵食特性の把握は、流域毎のハザード・ゾーニング、危険度評価、延いては

流域対策の優先性の評価にも貢献できる。 

 


